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　This article aims to analyze how best to achieve gender equality, which is one of the 
post-2015 UN Millennium Development Goals. First, progress in gender equality 
worldwide is assessed based on the reports by the United Nations, US Agency for 
International Development （USAID）, and the Development Assistance Committee 
（DAC） of the OECD. Second, while this study focuses on international norms and their 
roles, effects, and diffusion process, it examines whether gender equality as an 
international norm is best promoted through precise formula or aspirational language. 
Finally, through case studies of the USAID gender course online and the International 
Finance Corporation （IFC） report Women, Business and the Law 2014, this study 
argues that more concrete measures of gender equality as an international norm need to 
be developed so that the international society could set legal frameworks for states to 
comply with the gender equality norms in the post-2015 era.
1．は じ め に
　 1日 1ドル未満で生活している世界の貧困人口は約11億人と言われ，そのうちの 7割を女性
が占め，いわゆる「貧困の女性化」は改善されていない．また非識字者の 3分の 2は女性で，
初等教育を受けられない子どもの60％は女児であるなど，男性と女性の間には，いまだに埋ま
らない格差が見られると1995年，国連開発計画は，ジェンダー不平等問題を国際開発の重要課
題と位置づけた．20年経った今，国際社会のおける「ジェンダー不平等」はどの程度是正され
て来たのであろうか．また，ジェンダー平等や女性のエンパワーメント改善を目的とした国際
開発の取り組みや枠組みは．どのように変容しているのであろうか．本稿では，今日のジェン
ダー不平等状況を概観し，ジェンダー平等を国際社会で推進する手段としての国際規範に焦点
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を当て，ジェンダー不平等の是正を目的とした現在の国際的な取り組みを検証する．
2．ジェンダー平等と女性のエンパワーメント状況
2.1　国際連合―国連ミレニアム開発目標の達成度―
　2000年 9 月に，国連本部で開催された国連ミレニアム・サミットに参加した147の国家元首
を含む189の加盟国代表が採択した「国連ミレニアム宣言」と，1990年代に開催された主要な
国際会議とサミットでの開発目標をまとめた「ミレニアム開発目標」（MDGs）は，2015年を
達成制限とする 8つの目標を掲げた．その 3番目の目標「ジェンダーの平等の推進と女性の地
位向上」は，より具体的な達成目標を，「2005年までに初等・中等教育において，また2015年
までにすべての教育レベルにおいて，男女格差を解消する」
1）
とした．国際連合事務局本部
（DESA）は，「2012年までに，初等教育における男女比の平等をすべての開発途上地域で達成，
もしくは達成間近であった」
2）
と合格点をつけた．しかし，教育すべての段階で，地域間に大
きな男女格差が存在し，引き続き改善が必要であることも示唆している．特に，北アフリカ，
サハラ以南アフリカおよび西アジアにおいて，女子は通学に対する高い障壁に直面し，ジェン
ダー格差が中等教育でさらに顕著であると指摘する．
　その他のジェンダーに関するMDGs達成度について，女性の労働市場における地位が向上し，
2011年には，全世界で非農業部門での賃金が得られる仕事の40％に女性が就業していたと報告
した．女性が有給雇用の機会を得ることは市場経済参加を意味し，また安定した収入を得るこ
とで，女性は自立し，家庭や自己啓発における自立も可能で，家庭における意思決定権を獲得
する可能性が高くなる．しかし，この非農業部門での賃金雇用の女性の割合は，西アジア，北
アフリカおよび南アジアでは20％を下回り，有給雇用へのアクセスにおいても地域間の格差が
存在することも明らかになった．また，すべての開発途上地域において女性は男性よりも不安
定な仕事に就く傾向があり，社会保障が少ないと指摘する．
　政治面においては，全般的に女性の政治参加は増大し続け，特に議席割当制度を執る国を含
めた46の国で，女性議員は国会議員の30％以上を占めていると報告した
3）
．また，全世界の議
会における女性議員の割合も平均20％を超え，より多くの女性が閣僚級，大臣級ポストに就い
ているとした．しかし，法制化した議席割当制度の導入により，女性議員の数が増加しても，
性差別意識など社会意識の変革なくしては，女性の視点が政治的意思決定過程において十分反
映されるとは限らない
4）
．
　極度の貧困と飢餓の撲滅を含む他のMDGsが2015年に達成不可能とされる一方で，ジェン
ダー平等と女性の地位向上の全般的達成度評価は高いが，女性に対する暴力や，教育，労働，
政治参加や経済的資産へのアクセスに対する差別は，いまだ多く存在し，ジェンダー不平等を
改善する努力は今後も必要であると結論づけた．
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2.2　米国国際開発庁―ジェンダー平等とエンパワーメント調査報告―
　米国国際開発庁（USAID）も，MDGsの査定を実施し，Women’s Lives and Challenges: 
Equality and Empowerment since 2000を2014年 3 月に発表した．この報告書には，サハラ以
南アフリカに重点を置き，すべての地域の貧困状態を反映するよう選出された47か国
5）
を2000
年から2011年までの期間調査した結果がまとめられた．142ページにわたるデータと資料を含
むUSAIDの査定報告書の主要調査結果を以下に挙げる
6）
．
①　初等教育を受ける機会は世界的に増大したが，カンボジアとネパールでは特に改善が著し
く，2000年に比べると初等教育を受ける女子の割合は 2倍以上になった．しかし16の国で
は，15－24歳の女子・女性の半数以下しか初等教育を修了していなかった．今回調査した
47か国のほとんどで，男子・男性の識字率は女子・女性より高く，初等教育を修了してい
る割合も高かった．
②　調査した45か国中33の国の半数以上の女性が雇用されていたが，就職時において男性の方
が女性より採用されやすく，男性の給与水準は女性より高い傾向にあった．
③　多数の国で少なくとも半数以上の出産が医療機関で行われ，この数も増加の傾向にあった．
カンボジア，エジプト，ネパールは，特に出産に関するすべての医療環境指標の改善が見
られた．しかしながら，今回調査した半数以上の女性が，いまだ出産時に適切な医療を受
けることが困難な状況にいた．
④　十代の女子の妊娠は多くの国で徐々に減少しているが，47か国中36の国では，25％弱の女
性が20歳になる前に出産を経験しており，18歳以下の子どもの結婚も，多くの国で存続し
ていた．調査した47か国中16の国の40％強の女性が18歳になる前に結婚し，バングラデ
シュ，ギアナとマリでは，60％以上にのぼった．
⑤　家庭の意思決定過程において，一般的に女性が主要な役割を果たすことはないが，その決
定過程に参加する傾向は上昇しており，アルメニア，ケニア，レソトやネパールで改善が
顕著であった．しかし，女性が家庭内の意思決定過程に参加しているのは，調査対象の43
か国中たった12の国であった．
⑥　44か国中29の国で就業している既婚女性の90％以上は，自分の現金収入の使途に意見が言
えるが，夫の収入の使途について意見を言える妻はほとんどいなかった．
⑦　46か国中37の国の半数以下既婚女性が，現代的な避妊法を現在使用しており，2000年以降，
ほとんどの国で現代的な避妊法の使用は安定し，増加の傾向にあった．特にルワンダでは，
この10年間に40％使用率が上昇した．
⑧　46か国中26の国において，最近の妊娠の 4分 1以上が家族計画外だった．この計画外妊娠
率は，ブルキナファソとカンボジアを除き，最少レベルの変化に留まる．
⑨　14の国の 3分の 1以上の女性は，親密なパートナーから身体的または性的暴力を受けた．
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このような身体的暴力が減少している国もあるが，他の国では増加していた．
⑩　女性性器切除は，アフリカの多く国でいまだ行われている問題である．14か国中 6の国の
60％以上の女性が切除の対象となっていた．調査した 8か国では，減少傾向が見られた．
⑪　大部分の女性が暴力を受けても助けを求めない傾向は，2000年からほとんど変化が見られ
なかった．その中で，コロンビアの女性は助けを求める割合が一番高く，カンボジアは，
この割合の増加率が一番高かった．
以上のように，サハラ以南のアフリカを重点的に調査した結果，ジェンダー平等と女性のエン
パワーメント状況は，過去10年で改善されつつあるが，あらゆるジェンダー格差が存続してい
ると，USAIDは指摘している．
2.3　経済協力開発機構―ジェンダー平等と女性の権利を獲得する開発援助の現状―
　経済協力開発機構（OECD）の開発援助委員会（DAC）も，ジェンダー平等と女性のエンパワー
メントの推進を目的とするOECD加盟国と欧州連合の開発援助を毎年査定してきた．DACは，
性差別や不平等解消のための援助をGender quality focused aidと呼び，ジェンダー平等推進援
助を 2つのレベルに分類した．ジェンダー平等が，援助プロジェクトの主な目的である場合は
「Principal」とし，女性や女子の法関連の改善や，家庭内暴力防止，社会的に不利な立場にあ
る女性や女子の支援を目的としたセーフティネット・プロジェクトが具体的な例として挙げら
れている．またジェンダー視点を取り入れた「Signiﬁcant」とされる援助は，ジェンダー平等
が第一目的ではないにせよ，ジェンダー平等に配慮したプロジェクトを意味し，例えば安全な
飲料水確保を目的としたプロジェクトなど，女性や女子もその利益を共有できるような援助を
含んでいる．
　DACは，2015年以降のジェンダー平等を推進する開発援助政策に対する提言書Financing 
the Unﬁnished business of gender equality and women’s rights: priorities for the post-2015 
framework
7）
を2014年 3 月に発表した．その中で，MDGsのジェンダー関連目標を達成するた
めに，DAC加盟国の開発援助がジェンダー平等と女性のエンパワーメント推進のために使用さ
れ，2002年に80億ドルだったGender quality focused aidの総額は，2012年に240億ドルに増加
したと評価した．しかし，その多くが女性の教育機会や健康面の改善に投資されたため，女性
の経済的エンパワーメントや安全保障に関する支援援助額の割合が低いままであると指摘して
いる．また図-1 に示すように，DAC加盟国がジェンダー平等推進を支援する開発援助の割合
の平均は，2002年から2012年まで大きな変化が見られない．
　このように，国連やOECDの調査結果によると，ジェンダー不平等は過去10年で改善されつ
つあるが，地域間，または分野別のジェンダー平等における格差が存在し，今後もジェンダー
平等と女性のエンパワーメントを推進する政策や開発援助が必要であると言える．
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3．国際規範と「ジェンダー平等」の考察
　本稿は，ジェンダー不平等を改善するために，重要な手段である国際規範としての「ジェン
ダー平等」を考察し，今後女性支援を目的とした開発援助の改善や拡張を推進する糧としたい．
国際規範は，国際関係論におけるコンストラクティヴィズム（構成主義）の分析枠組みによっ
て多く研究され，特に国家主体や国際レジームに対する影響に焦点を当てられてきた． 3 章で
は，国際規範の役割や伝播方法についての先行研究から，「ジェンダー平等」が国際社会で推
進された過程を検証する．そして，国際規範の定義の「厳密性」と「曖昧さ」について考察し，
「ジェンダー平等」が各国や地域の特性を超えて浸透するためには，どのような伝播・受容方
法が適しているのか模索する．
3.1　国 際 規 範
　国際関係論において一般的な規範の定義は，与えられたアイデンティティを持つアクターに
とって適切な行動を示す基準
8）
で，国際社会においては，国家やグローバルな行為主体が承認
する原則，法，条約や同意を含む
9）
．規範は，国家や国際機関の行動を変容させてきた歴史を
持ち，国内政治においては，参政権，民主主義，人権や労働基準，そして奴隷制や南アフリカ
共和国の人種隔離政策の廃止にも大きな影響を与えた．規範にとって「ふさわしさ」や「適切
性」が重要で，多くの国家が容認していた時代における「帝国主義」や「奴隷制度」も当時「適
切である」と判断される規範があったからだと言える
10）
．「道徳的価値観」が規範として国家
の行動に影響を及ぼす事例は，David Lumsdaineの先進国の開発援助研究で紹介されている
11）
．
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　国際規範を，各国に拡散させるには，どのような方法があるのだろうか．国際機関や国際
NGOsが，多くの国家に国際規範の受容を促す役割について，多くのコンストラクティヴィス
ト（構成主義者）がこれまで研究を重ね，規範の基となる間主観的概念である「アイディア」
の受容や伝播についてのメカニズムや過程が明らかになっている
12）
．多くの研究で明らかに
なった事例には，国際機関や地域連合などが，加盟国や開発途上国に規範に遵守させる方法が
ある．例えば欧州連合が加盟国に対して，政治，社会，経済的な規範の遵守を求めるのは，コ
ペンハーゲン基準と呼ばれ，民主主義，法の支配，人権の尊重などの政治的規範と，市場経済
を活性化する加盟国の役割を，加盟希望国に強制している．また，世界銀行や国際通貨基金な
どの国際金融機関は，融資が必要な発展途上国や国家経済が破綻しそうな国に対して，融資条
件を課すことで，世界市場経済における規範を強制することができる．例えば，1990年代の構
造調整プログラムで，世界銀行や国際通貨基金は，途上国政府に市場自由化の促進と，総需要
抑制政策の実施を借款供与の条件とした．また，規範の受容者が，国外からの外圧を利用し，
国内の政治経済の改革に成功する可能性もある．
　国際機関が国際規範としてジェンダー平等を推進したケースには，日本が国連の女性差別撤
廃条約に批准するために，男女雇用機会均等法を成立させた経緯がある．女性差別撤廃条約（女
子に対するあらゆる形態の差別撤廃に関する条約）は，1979年に国連総会で採択され，1981年
に発効した．この条約は，締約国に対し，女子に対するあらゆる形態の差別を撤廃するため，
①法律，規則に加えて，偏見，差別的慣習・慣行もなくすこと，②個人，団体，企業による差
別もなくすこと，③「男は仕事，女は家庭」という固定的な性的役割分業をなくすこと，④男
女の特性は異なるという「特性論」を否定したことを明言している
13）
．この条約を批准するた
めに，日本は雇用における男女差別を規制する法律が必要になり，男女雇用機会均等法を1985
年に制定し，86年に施行した．職場における男女の差別を禁止し，募集，採用，昇給，昇進，
教育訓練，定年，退職，解雇等の面で，男女とも平等に扱うことを定めた法律であったが，罰
則規定がなく，法律の遵守は企業の努力に委ねられたため，規制の目的を達成できない不備な
法律だと批判を受けた．しかし，均等法施行により，女性の雇用機会は増え，総合職や管理職
に就くことが可能になった．このように，国際規範としての「ジェンダー平等」は，国際社会
での国家の役割として推し進められていったのである．
3.2　国際規範の「厳密性」と「曖昧さ」
　しかし，国際機関や国際NGOsの努力があっても，ジェンダー平等という国際規範は，個々
の社会の歴史，文化，伝統等に阻まれ受容が困難な場合も多い
14）
．国際規範が，既存の社会規
範と衝突する時，地域特性の文化や伝統に配慮し推進される必要がある．この難局を打破する
ためには，国際規範は，「厳密」に定義されるべきか，または「曖昧」または「不確か」の方
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が適しているのか，考察してみたい．一般にコンストラクティヴィストは，規範を「出来上がっ
た基準」とみなし，「推奨する，支持する，学習する，または拡散させる」ものとして扱うケー
スが多い
15）
．しかし，最近の研究では，規範を「プロセス」や「まだ仕上がっていないもの
（works-in-progress）」とみなし，「曖昧な規範」が国内で内在化することで，国際規範の伝播
や拡散を明らかにしようする試みも見られる．例えば，Mona KrookとJacqui Trueは，国際規
範である「ジェンダー平等」のライフサイクルの研究で，「散漫なアプローチ（discursive 
approach）」を提唱する．「Discursive approach」とは，規範を「プロセス」とみなし，国内外
の環境から及ぼされる相互作用により進化し再構成したとし，規範は柔軟で流動的であり，曖
昧だからこそ現地で受容されると分析する．規範の「曖昧」な定義が，現地に既存する社会規
範との衝突を避けられるという．KrookとTrueは，国連における「ジェンダーに配慮された意
思決定過程」と「ジェンダー主流化」を国際ジェンダー平等規範と捉え，その起源と発達過程
を「Discursive approach」を用いて明らかにしようとした．「参加」の定義の歴史的発達によっ
て，女性の政治参画が深化したと指摘する．女性の政治「参加」要求は，当初，投票権の要求
と解釈されていたが，現在では，国会における女性議員の割合や，女性の国家主席の割合の増
大を要求するものに発展した．この「女性の参政権」の曖昧な定義が，「女性の投票権」から
男性と等しい政治的権利にまで発展を促進させたと示唆する
16）
．また「ジェンダー主流化」は，
政策立案，決定，施行，評価すべての政策過程にジェンダー視点を考慮するジェンダー・エン
パワーメントを達成する手段であるが，この「ジェンダー主流化」の概念の共通理解の難しさ
が，「人権」と結びつき，「女性の権利は人権である」という国連の安全保障政策の一環として
「ジェンダー主流化」が推進されたと言及した
17）
．
　その一方で，規範の「不確かさ」は，規範が一般的でなくなったり，他の規範が代替したり，
また存在しなくなってしまうことがあると，Diana PankeとUlrich Petersohnは，国際規範研究
「Why international norms disappear sometimes」
18）
で指摘する．国家が規範を遵守しない場合
の多くは，規範違反に対する制裁の有無が大きく影響すると分析しながら，規範の定義が曖昧
であることによっても，国家に規範の解釈を委ねる「不確かさ」が，規範の脆弱性を強めてし
まうと指摘する．事例として国連加盟国の国連憲章遵守状況を分析し，国際規範としての「曖
昧さ」を言及している．
　国際規範としての「ジェンダー平等」推進は，「不確かさ」を残して解釈や実施方法を国家
や社会に委ねることが有効なのか，また国際機関やNGOsが，国際規範としての「ジェンダー」
や「ジェンダー平等」を可能な限り厳密に定義し，国際社会で拡散を促進するべきなのか，今
後，研究や議論を進める必要があると思われる．
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4．国際規範の拡散―ジェンダー平等推進政策の事例研究
　本稿は，国際規範としての「ジェンダー平等」を推進する努力を続ける米国国際開発庁と，
世界銀行グループの国際金融公社の取り組みを分析し，「国際規範」の概念と定義の必要性を
検証する．
4.1　米国国際開発局（USAID）の「ジェンダー平等推進」の取り組み
19）
　2014年，米国国際開発局（United States Agency for International Development）は，開発プ
ログラム従事者が利用できる新しいリソースとして「Gender 101 Course」
20）
をオンラインで受
講できるよう提供を開始した．このオンライン授業は，90分間で，「ジェンダー平等」につい
て包括的に学び，開発現場で実践できるようになっている．講義内容は，理解しやすい図解や
多様な事例を織り込み，適宜クイズが出題され，理解度を確認する作業も含まれる．クイズの
得点も随時把握することが出来，最終的に85％正解できれば修了という仕組みだ．開発専門家
は，開発プログラムを実施する上で，ジェンダー視点を考慮することが重要であると一般的に
理解し，ジェンダーの視点を無視して開発プロジェクトを運営すると失敗する可能性が高いこ
とも認識している．しかし，開発現場で，「ジェンダー平等」を推進するトレーニングを実施
したり，ジェンダー視点を他の課題と問題なく調和させ開発プロジェクトを立案し実行するこ
とは容易ではない．USAIDが開発した「Gender 101」は，国際規範である「ジェンダー平等」
を具体的にまた実践可能にするために，概念理解を繰り返し行う必要性を説いている．国際規
範でも間主観的な「ジェンダー平等」は，各個人の文化的，宗教的な考え方の相違により，開
発プログラム運営者全員で共有することが困難な場合も多い．「Gender 101」は，USAIDで働
く専門家のみならず，現地でUSAIDの開発プログラムに従事するメンバーが履修しやすいよう
にオンライン受講となっている．USAIDの開発プログラムは，現地事務所中心で運営されるが，
ワシントンDCにある本部では，主に現地スタッフのトレーニング（ジェンダーや官民連携プ
ログラムについての）を実施している．オンラインプログラム受講を課することによって，現
地スタッフを本部に呼び寄せる必要も軽減される
21）
．「Gender 101」の授業目標は，以下の 5
点である．
①　包括的開発（Inclusive development）やジェンダー，性別，ジェンダー平等，ジェンダー
分析など重要な概念を定義し使用することができる．
②　開発プログラム達成度を最大限にするため，ジェンダー格差を取り込むことは非常に重要
であることを事例を見ながら理解する．
③　ジェンダー平等推進プログラム立案時にUSAID政策から活用できるリソースを見つけるこ
とができる．
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④　開発プログラム実施する際，USAIDがジェンダー平等をどのように支援しているかを説明
できる．
⑤　開発プログラムには，ジェンダー平等に関するUSAIDの政策と直接結びついていることを
説明できる．
⑥　USAIDスタッフ全員には，ジェンダー平等を達成するために貢献する責任があることを認
識させる．
　「Gender 101」では，「国際開発の目的は，世界に進歩と繁栄をもたらすこと」と定義し，途
上国に存在する社会規範，特に女性の人生における選択に影響を与えるジェンダー役割につい
て考慮することが非常に重要だと強調する．開発プログラム従事者は，国際開発庁のこれまで
の経験を授業で学び，既に社会規範として現地に根付くジェンダー役割を変え，国際規範であ
る「ジェンダー平等」の推進と成果の改善のための具体的なアイディアを入手することが可能
である．途上国の伝統，慣習，文化と共存する社会規範と国際規範の「ジェンダー平等」が相
反する場合は多く存在し，「Gender 101」は，開発プログラムを実施する際に応用可能なガイ
ドラインを示し，既存の「ジェンダー規範」を十分に考慮し，開発プログラムの目的達成度を
上げることが目標となっている．
4.2　国際金融公社（International Finance Cooperation）の取り組み
22）
　1956年に設立された世界銀行グループの国際金融公社（IFC）は，途上国の民間セクター開
発を専門とする国際機関であり，184の加盟国によって保有されている．開発に長く関わって
来たIFCは男女雇用機会の均等を目標に，ジェンダー平等を妨げる障壁を撤廃する努力をして
いる．IFC報告書，Women, Business and the Law 2014: Removing Restrictions to Enhance 
Gender Equalityでは，過去50年間のデータを基に，ジェンダー不平等を各国の法環境から評
価し，女性の法的権利について言及している．主な調査結果として，50年にわたる『女性の法
的権利』の100の地域や国のデータベースを分析した結果，1960年に存在していた女性の行政
や公共サービスのアクセスの権利や資産や財産の権利を制限した法律の半数以上は既に撤廃さ
れたとしながら，調査対象の143の国や地域の約90％では，ビジネス経済分野における男女平
等参画を妨げている法律が少なくとも 1つ以上存在すると結論づけた．
　また，国際金融公社は，法的性差別を明確にするため，次に挙げる21の行為・権利の「未婚
男女間における法定上の相違点」について各国を調査している
23）
．
1．パスポート申請　 2．国内旅行　 3．国外旅行　 4．個人の意思で職を得たり専門職
に従事する　 5．契約書の署名　 6．ビジネス開業　 7．世帯主になれる　 8．子供の国
籍申請　 9．銀行口座開設　10．住居地選択の自由　11．国民身分証明書の発行　12．資
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産所有権　13．財産相続権　14．男性と同じ夜間勤務時間　15．男性と同じ業務遂行　
16．男性と同じ法定退職年齢　17．男性と同じ税額控除　18．法廷における証人や提出証
拠の重要性　19．憲法にジェンダー差別が違憲であることを明示した条項があるか　20．
違憲行為に対する有効な慣例法があるか　21．違憲行為に対する個人法があるか
　また，既婚女性については，次の 5つの法的権利を追加して調査している．
22．夫に服従することを法律で要求されているか　23．他国籍の夫に市民権取得が可能か 
24．夫婦財産権があるか　25．夫婦財産権における無償労働貢献が法律で認められている
か　26．夫が死亡した後，遺産相続権があるか
表-1　既婚男女の法的権利の国際比較
夫と同じように妻が権利を要求できない国や地域
世帯主になる ベニン共和国，ブルンジ共和国，カメルーン，チャド，チリ，コンゴ民主共和国，
コンゴ共和国，ガボン，ギニア，ホンジュラス，インドネシア，イラン，ヨル
ダン，マダガスカル，マリ，モーリタニア，モロッコ，ニカラグア，ニジェール，
オマーン，フィリピン，ルワンダ，サウジアラビア，セネガル，スーダン，トー
ゴ，チュニジア，アラブ首長国連邦，イエメン共和国
居住する場所の決定 ベニン共和国，ブルキナファソ，カメルーン，チャド，コンゴ民主共和国，コ
ンゴ共和国，ガボン，ギアナ，ハイチ，イラン，イスラム共和制，ジョルダン，
クウェート，マレーシア，マリ，ニカラグア，ニジェール，オマーン，ルワンダ，
サウジアラビア，セネガル，スーダン，シリア，アラブ首長国連邦，ヨルダン
川西岸地区，ガザ地区，イエメン共和国
パスポート申請 ベニン共和国，ボツワナ，カメルーン，コンゴ共和国，エジプト，フィジー，
ガボン，ハイチ，イラン，ヨルダン，クウェート，マラウィ，オマーン，パキ
スタン，サウジアラビア，スーダン，ウガンダ，アラブ首長国連邦，イエメン
共和国，
子どもの市民権を申請 ギアナ，イラン，ヨルダン，クウェート，レバノン，マダガスカル，マレーシア，
マリ，モーリタニア，ネパール，オマーン，サウジアラビア，スーダン，シリア，
アラブ首長国連邦，ヨルダン川西岸地区，ガザ地区
自分の意思で職を得る
ことができる
ボリビア，カメルーン，チャド，コンゴ民主共和国，ガボン，ギアナ，イラン，
ヨルダン，クウェート，マラウィ，オマーン，パキスタン，サウジアラビア，スー
ダン，ウガンダ，アラブ首長国連邦，ヨルダン川西岸地区，ガザ地区
国民身分証明書を取得
する
ベニン共和国，カメルーン，エジプト，モーリタニア，オマーン，パキスタン，
サウジアラビア，セネガル，トーゴ
家からの外出 イラン，ジョルダン，クウェート，マレーシア，オマーン，スーダン，シリア，
ヨルダン川西岸地区，ガザ地区　イエメン
国外旅行する オマーン，サウジアラビア，スーダン，シリア
銀行口座開設 コンゴ民主共和国，ニジェール
ビジネス登記 コンゴ民主共和国，パキスタン
契約書の署名 コンゴ民主共和国
　出所： International Finance Cooperation，Women, Business and the Law 2014: Removing Restrictions to Enhance 
Gender Equality，10「Table2.2」を参照し，筆者が作成
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　法整備に関する指標を作成し各国の女性差別を調査することで，国際規範である「ジェンダー
平等」のレベルを明確に提示できる．また，表-1 の男女差別の国際比較は，「当然あるべき権利，
または主張できる権利」を各国の女性に認識してもらうことができ，民間企業が途上国へ投資
やビジネスを検討する際の情報提供にもなっている．国際金融公社は，妻が夫と同じように，
能力を発揮できないビジネス環境を「夫が法的拒否権を行使している」と警告している．
　以上，国際金融公社は，128の国や地域に法的男女差別があることを指摘し，改善の必要性
を明確にしている．「ジェンダー平等」という国際規範は間主観であるため，概念を定義する
だけでは，「ジェンダー不平等の明細化」や，既存の性差別意識を変えることが困難である．よっ
て，国際金融公社の取り組みは，既存の法制度を検証することで，「ジェンダー不平等を可視
化し，国際規範である「ジェンダー平等」を推し進めるものであると言える．
5．お わ り に
　本稿は，2015年に達成目標を掲げた国連ミレニアム開発目標の「ジェンダー平等」の現状分
析を検証し，いまだ解消できていないジェンダー格差について明らかにした．そして，今後，
国際社会でジェンダー平等を推進する政策の方向性を模索するため，国際規範の定義や概念に
ついて焦点を当て分析した．そこで，国際規範が「出来上がった基準」であるのか，また「未
完成の規範」なのか，問題提起することによって，国際規範の定義について分析を試みた．国
際規範としての「ジェンダー平等」事例研究では，米国国際開発庁の取り組みと，国際金融公
社の報告書を検証した．現在米国国際開発庁が進めているのは，オンライン講義を開発プログ
ラム従事者に対して提供し，「ジェンダー平等」の概念を正確に理解し，「ジェンダー平等」の
定義を途上国でも共有しようとする取り組みである．この講義では，「ジェンダー平等」を正
確に理解し，規範として定着させようとする意図が見られる．また「Gender 102」，「Gender 
103」は既に開発されており，オンライン講義の充実が図られている．国際金融公社は，法整
備から，加盟国の「ジェンダー平等」状況を調査し，「男性にあって，女性にない権利」を国・
地域による差異を含めて可視化した指標を作成し報告書を発表することで，特に途上国におけ
る男女差別やジェンダー不平等の是正の必要性に言及している．本稿で扱った事例研究からは，
「ジェンダー平等」を推進するための国際規範は，より厳密に，また国際社会で受容可能な概
念として定義づける努力が続けられ，国際規範としての「ジェンダー平等」遵守を徹底する手
段が，今後も求められていることが明らかになった．
　国際規範が「厳密」であるべきか，または「曖昧」であるべきかについての論議は，国際規
範の内容によっても異なり結論づけることは困難である．しかし，国際規範としての「ジェン
ダー平等」は，今後も継続して取り組むべき重要な人権問題であり，国や地域の特性に配慮さ
れた定義の柔軟性が求められるだろう．
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（社会学・社会情報学）第24号（2014年）中央大学文学部， 127-134　ページ．
 22) 　2014年 8 月，筆者がワシントンDCに所在する世界銀行グループ国際金融公社で収集した資料と聞
き取り調査を実施した結果に基づく．
 23) 　International Finance Cooperation，Women, Business and the Law 2014: Removing Restrictions 
to Enhance Gender Equality. （Washington DC: Bloomsbury, 2013, p. 3)．法整備から，ジェンダー不
平等を計測するこの報告書の指標の基となった調査質問事項を参考までに，以下挙げておく．
［Constitutional rights］
1．Is there a non-discrimination clause in the constitution?
2．If there is a non-discrimination clause in the constitution, does it explicitly mention gender?
3．Does the constitution guarantee equality before the law?
4．Is customary / personal law recognized as valid source of law under the constitution?
5．If so, is it invalid if it violates constitutional provisions on non-discrimination or equality?
［Quotas］
6．What are the legal quotas for women on corporate boards?
7．What are the legal quotas for women in parliament?
8．What are legal quotas for women in local government?
［Rights of married and unmarried women］
9．Can a woman apply for a passport in the same way as a man?
10．Can a woman apply for a national ID card in the same way as a man?
11．Can a woman travel outside the country in the same way as a man?
12．Can a woman travel outside her home in the same way as a man?
13．Can a woman get a job or pursue a trade or profession in the same way as a man?
14．Can a woman sign a contract in the same way as a man?
15．Can a woman register a business in the same way as a man?
16．Can a woman open a bank account in the same way as a man?
17．Can a woman choose where to live in the same way as a man?
18．Can a woman confer citizenship on her children in the same way as a man?
19．Can a woman be “head of household” or “head of family” in the same way as a man?
［Division of responsibility within marriage］
20．Can a woman convey citizenship to her non-national spouse in the same way as a man?
21．Are married woman required by law to obey their husband?
22．Do married couples jointly share legal responsibility for ﬁnancially maintaining the family’s expense?
［Marital property regime］
23．What is the default martial property regime?
24．Who legally admission property during marriage?
［Protecting a wife’s interests］
25．If it is the husband, does he need his wife’s consent for major transaction?
26．Are there special provisions governing the marital home?
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27．Does the law provide for validation of nonmonetary contributions during marriage?
［Property rights］
28．Do men and women have equal ownership rights to property?
［Inheritance rights］
29．Do sons and daughters have equal rights to property?
30．Do female and male surviving spouses have equal inheritance rights to property?
［Equality of access］
31．Does the law recognize customary courts?
32．Does the law recognize personal law courts?
33．Does a woman’s testimony carry the same evidentiary weight in court as a man?
［Efﬁciency of procedure］
34．Is there a small claims court or a fast track procedure for small claims?
35．If so, what is the maximum amount for a small claim （as a percentage of income per capita） ?
［Judicial representation］
36．How many justices are on the constitutional court?
37．Of those, how many are women?
38．Is the Chief Justice a woman?
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